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日本ユニシス株式会社

東京都江東区豊洲一丁目１番１号

広報部長

梅原　吉雄 03-5546-4111        

平成 年 月期 中間決算短信

上場会社名

コード番号

本社所在地

問合せ先 責任者役職名

氏        名 ＴＥＬ 
中間決算取締役会開催日

年 月中間期の業績 ( 平成

平成 年

128,603 △0.3

129,046 5.5

5,858 △0.4

5,883 56.7

6,721 148.6

2,703 0.7

△635

922 △8.4

109,663,524

109,663,524

219,125

214,156

78,087

72,496
35.6

33.9

8,670

(1)経営成績

1. )

11年9月中間期

10年9月中間期

売上高 (対前年中間期増減率)

百万円 ％

( )

( )

営業利益

百万円 ％

( )

( )

経常利益

百万円 ％

( )

( )

11年9月中間期
10年9月中間期

中間(当期)純利益

百万円 ％

( )

( )

1株当たり
中間(当期)純利益

1.期中平均株式数
株

株

(3)財政状態

11年9月中間期

10年9月中間期

総  資  産

百万円

株主資本

百万円

株主資本比率

％

1株当たり株主資本

2.中間期末の有価証券の評価損益 百万円

2.会計処理の方法の変更

売  上  高

年 月期の業績予想2.

(参考)1株当たり予想当期純利益 円 銭

12 3

11 9

12 3

月 日11 11 5

平成 年 月 日11 11 5

年 月11 4 1 日～平成 年 月 日11 9 30

△5 79

8 41

712 06

661 08

( ～ )平成 年 月 日11 4 1 平成 年 月 日12 3 31

33

―

有 無

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円未満切り捨て表示

中間配当支払開始日 平成 年 月 日11 12 10

中間配当制度の有無 有 無

11年9月中間期

10年9月中間期

　 3.１１年３月期より、税効果会計を適用しております。

(2)配当状況

11年9月中間期

10年9月中間期

1株当たり
中間配当金

3 75

3 75

(注)

特別配当

0 00

0 00

11年9月中間期配当金の内訳

109,663,524 株

株
(額面株式、１単位の株式数1,000株)

△4093.中間期末のデリバティブ取引の評価損益 百万円

1株当たり年間配当金

期     末

50305,000

百万円

経常利益

15,500

百万円

75

当期純利益

1,900

百万円

109,663,524

296,530 13,283 10,85211年3月期

(対前年中間期増減率) (対前年中間期増減率)

(対前年中間期増減率)

1,48511年3月期 13 55

会計処理基準

中間財務諸表作成基準

中間財務諸表作成基準

(注)

109,663,524 株11年3月期

円 銭7 50

1株当たり
年間配当金

11年3月期

記念配当

240,445 79,193 32.911年3月期 722 15

1.期末発行済株式数

11年9月中間期

10年9月中間期

(注)

11年3月期 株109,663,524

12年3月期

上場取引所 東 大 名 1部 2部 外国部 京 広 福 新 札

17

円 銭

円 銭 円 銭

円 銭

円 銭 円 銭



- 2 -

日本ユニシス

損 益 計 算 書

当中間期 前年中間期 前 期

科 目

11.4.1～11.9.30 10.4.1～10.9.30 10.4.1～11.3.31

百万円 百万円 百万円

( 経 常 損 益 の 部 )

営 業 損 益

売 上 高 １２８,６０３ １２９,０４６ ２９６,５３０

売 上 原 価 ８８,７８２ ９３,０３７ ２１２,０２１

売 上 総 利 益 ３９,８２０ ３６,００９ ８４,５０８

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ３３,９６２ ３０,１２５ ７１,２２５

営 業 利 益 ５,８５８ ５,８８３ １３,２８３

営 業 外 損 益

営 業 外 収 益 １,９２７ １,２２３ １,７３１

営 業 外 費 用 １,０６４ ４,４０３ ４,１６２

経 常 利 益 ６,７２１ ２,７０３ １０,８５２

( 特 別 損 益 の 部 )

特 別 利 益 １,３７２ － ２,１３０

特 別 損 失 ９,４５３ ４２３ ７,０６４

税引前中間(当期)純損益 △ １,３６０ ２,２８０ ５,９１８

法 人 税 等 △ ７２５ １,３５８ ４,４３３

中間 (当期 )純損益 △ ６３５ ９２２ １,４８５

前 期 繰 越 利 益 ４０,５８０ ３１,１８６ ３１,１８６

中 間 配 当 金 － － ４１１

過 年 度 税 効 果 調 整 額 － － ６,５４５

税効果会計適用に伴う
－ － ２,３１４

積立金取崩額

中間（当期）未処分利益 ３９,９４４ ３２,１０８ ４１,１２０

(注) 固定資産減価償却実施額 百万円 百万円 百万円

有 形 固 定 資 産 ８,０７２ ８,８５８ １７,８０６

無 形 固 定 資 産 ３,６２８ ３ ７

投 資 等 － ２,１５５ ５,１４９

計 １１,７０１ １１,０１８ ２２,９６３
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貸 借 対 照 表

当 中 間 期 前年中間期 前 期
科 目

平成11年９月30日 平成10年９月30日 平成11年３月31日

百 万 円 百 万 円 百 万 円

(資 産 の 部)

流 動 資 産

現 金 預 金 ２１,９４３ １６,０３０ ２１,３８２
受 取 手 形 ６９５ ２３８ ７０６
売 掛 金 ５６,８４３ ６１,７６０ ７９,０９３
有 価 証 券 １２,４００ ７,７３３ ８,４９０
た な 卸 資 産 １２,７１０ ２２,２０４ １３,０１６
繰 延 税 金 資 産 ３,６３４ － ２,８３３
貸 付 金 １８,８９７ １８,１１５ ２１,５４９
そ の 他 ６,３７８ ６,８８９ ５,１０３
貸 倒 引 当 金 △ ４０９ △ １,４２８ △ ４５５

流 動 資 産 計 １３３,０９３ １３１,５４３ １５１,７２１

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
機 械 装 置 ３６,０６６ ３８,７９４ ３７,４５４
そ の 他 １０,０６５ １１,０００ １０,７６８

有 形 固 定 資 産 計 ４６,１３２ ４９,７９５ ４８,２２３

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア ７,４４８ － －
そ の 他 ３３８ ３４３ ３４０

無 形 固 定 資 産 計 ７,７８６ ３４３ ３４０

投 資 等
繰 延 税 金 資 産 １１,３２８ － １１,３２８
敷 金 １５,４９２ １５,６８４ １５,７３１
電 算 機 利 用 技 術 料 － １０,９５２ ７,５９６
そ の 他 ５,９６３ ５,８３５ ６,３０８
貸 倒 引 当 金 △ ６７１ － △ ８０３

投 資 等 計 ３２,１１３ ３２,４７３ ４０,１６１
固 定 資 産 計 ８６,０３２ ８２,６１２ ８８,７２４

資 産 合 計 ２１９,１２５ ２１４,１５６ ２４０,４４５
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当 中 間 期 前年中間期 前 期
科 目

平成11年９月30日 平成10年９月30日 平成11年３月31日

百 万 円 百 万 円 百 万 円

(負 債 の 部)
流 動 負 債

支 払 手 形 ２,４４９ ２,６１８ ３,８０５
買 掛 金 ２４,８７９ ２３,５６１ ３７,２８１
長期未払金 ( 1 年以内 ) ６,５８８ ８,９１４ ８,１９６
短 期 借 入 金 １５,１５０ ２３,７６０ １５,８４０
長期借入金 ( 1 年以内 ) １,００２ ６,０３４ １,０２７
未 払 費 用 １１,５８３ １２,２１２ １１,９３０
引 当 金 １,１０４ ９５２ ５９９
そ の 他 １８,０５０ １４,５９４ ２２,１６７

流 動 負 債 計 ８０,８０６ ９２,６４９ １００,８４８
固 定 負 債

社 債 １０,０００ ２０,０００ １０,０００
長 期 未 払 金 ３,３１２ ７,８３０ ５,８６５
長 期 借 入 金 ２８,２８４ １４,５３１ ２８,７２３
長 期 預 り 金 １,０６６ ７７５ １,０６６
過 去 勤 務 債 務 引 当 金 １６,５９４ － １３,６０６
退 職 給 与 引 当 金 － ４,６８１ －
そ の 他 の 引 当 金 ９７４ １,１７３ １,１４１
そ の 他 － １９ －

固 定 負 債 計 ６０,２３２ ４９,０１０ ６０,４０４

負 債 合 計 １４１,０３８ １４１,６５９ １６１,２５２

(資 本 の 部 )
資 本 金 ５,４８３ ５,４８３ ５,４８３
法 定 準 備 金

資 本 準 備 金 １５,２８１ １５,２８１ １５,２８１
利 益 準 備 金 １,３７０ １,３７０ １,３７０

法 定 準 備 金 計 １６,６５２ １６,６５２ １６,６５２
剰 余 金

別 途 積 立 金 ４,４００ ４,４００ ４,４００
陳 腐 化 積 立 金 ８,３５０ ８,３５０ ８,３５０
プ ロ グ ラ ム 積 立 金 ３,１２０ ５,２６８ ３,０５１
建 物 圧 縮 積 立 金 １３５ ２３４ １３５
中間(当期)未処分利益 ３９,９４４ ３２,１０８ ４１,１２０
(うち中間(当期)純損益) (△ ６３５) ( ９２２) ( １ ,４８５)

剰 余 金 計 ５５,９５１ ５０,３６０ ５７,０５７

資 本 合 計 ７８,０８７ ７２,４９６ ７９,１９３

負 債 及 び 資 本 合 計 ２１９,１２５ ２１４,１５６ ２４０,４４５

(注) １．有形固定資産 百 万 円 百 万 円 百 万 円

１３２,２５１ １４４,３５４ １３７,１４７
減価償却累計額

２．保証債務 ８,７３５ ９,６８５ ９,１５２
３．自己株式 ８ ０ ０

( ２,１１３株) ( ７４１株) ( ４５９株)
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中間財務諸表作成の基本となる事項

１．事業年度の財務諸表作成のために採用している会計処理の原則および手続と異なる会計

処理の基準

(１)減 価 償 却 費 ･･････ 中間期末の固定資産に係る事業年度分減価償却費見積額

を期間に基づいて配分する方法を採用しております。

(２)進路選択支援補填引当金 ････ 進路選択支援補填引当金繰入額は、年間繰入見積額を期

間配分する方法を採用しております。

(３)貸 倒 引 当 金 ･･････ 中間期末の債権額は、事業年度末と比して著しく相違す

るため、事業年度繰入差額を見積り、この差額を期間配

分する方法を採用しております。

(４)賞 与 ･･････ 年間負担見積額を期間配分する方法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準および評価方法

(１)販 売 用 機 械 ･･････ 個別原価法による原価基準

(２)保守サービス用部品他 ･･････ 移動平均法による原価基準

３．たな卸資産以外の資産について原価基準以外の基準を採用している場合の評価基準

有価証券のうち上場株式について、低価基準を採用しております。（洗替え方式）

４．有形固定資産の減価償却方法

(１)機 械 装 置 ･･････ 賃貸販売条件に対応し６年で残存価額が零となる方法に

よっております。

なお、一部の機械装置については税法所定償却可能期間

到来時に残存価額が零となる定率法によっております。

(２)そ の 他 ･･････ 税法基準に基づく定率法によっております。

ただし、平成10年度の法人税法改正に伴い、平成10年4月

1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、

定額法を採用しております。

５．ソフトウェア（電算機利用技術料)の償却方法

販売見込期間で残存価額が零となる定額法によっております。

なお、自社製造ソフトウェアは、販売見込収益に対応させ償却しております。

表示区分については、前期まで投資等に「電算機利用技術料」として計上しておりました

が、当中間期より無形固定資産に「ソフトウェア」として計上しております。
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６．追加情報

（税効果会計）

税効果会計を前期（下半期）より適用しており、当中間期における税金費用は簡便法によ

り計上しております。

この結果、前年中間期の中間純利益は、税効果会計を適用した場合に比較し、１９５百万

円少なく表示されております。

（事業税の表示区分の変更）

前年中間期まで事業税（前年中間期３６８百万円）は販売費及び一般管理費に含めて表示

しておりましたが、前期（下半期）より法人税、住民税及び事業税に含めて表示しており

ます。

（ソフトウェア［電算機利用技術料］）

前年中間期まで販売用汎用ソフトウェアの開発費の一部について投資等の「電算機利用技

術料」に含めて計上し、販売見込期間で償却する方法を採用しておりましたが、当該開発

外注費について、前期（下半期）より発生時に全額費用（販売費及び一般管理費）処理す

る方法に変更いたしました。

この結果、前年中間期は、前期（下半期）と同様の方法によった場合に比較し、営業利益、

経常利益および税引前中間純利益はそれぞれ１，３８８百万円多く表示されております。

（過去勤務債務引当金）

厚生年金基金制度における過去勤務債務残高については、前年中間期まで特別掛金の拠出

時に費用処理しておりましたが、前期（下半期）より過去勤務債務の発生額を過去勤務債

務引当金として計上する方法に変更いたしました。なお、前期期首退職給与引当金残高は、

全額過去勤務債務引当金に振替えております。

この結果、前年中間期は、前期（下半期）と同様の方法によった場合に比較し、営業利益

は１，６４４百万円、経常利益は１，９５４百万円、税引前中間純利益は５，３０９百万

円それぞれ多く表示されております。

１株当たり配当金

平成１１年９月中間期 平成１０年９月中間期 平成１１年３月期

中 間 中 間 年 間

円 銭 円 銭 円 銭

普通（旧）株式 ３ ７５ ３ ７５ ７ ５０

（内訳）

記念配 － － －

特別配 － － －
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売 約 高 推 移

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

(11.4.1～11.9.30) (10.4.1～10.9.30) (10.4.1～11.3.31)

項 目

対前年 対前年 対前年
金 額 金 額 金 額

同期比 同期比 同期比

百万円 百万円 百万円％ ％ ％

売 約 高 122,013 95.7 127,559 106.2 271,092 101.3

売 上 高 128,603 99.7 129,046 105.5 296,530 101.1

売 約 残 194,463 86.4 225,004 90.1 201,053 88.8

売 上 内 容

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

区 分 (11.4.1～.11.9.30) 対前年 (10.4.1～10.9.30) (10.4.1～11.3.31)

同期比

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

百万円 百万円 百万円％ ％ ％ ％

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ賃貸収入 15,911 12.4 89.9 17,696 13.7 34,737 11.7

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 販 売 31,252 24.3 88.1 35,477 27.5 80,659 27.2

ﾊ ｰ ﾄ ﾞ ｳ ｪ ｱ 計 47,164 36.7 88.7 53,174 41.2 115,396 38.9

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 26,571 20.6 112.0 23,715 18.4 52,644 17.8

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 27,087 21.1 113.6 23,846 18.5 69,732 23.5

保守ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ等 27,780 21.6 98.1 28,310 21.9 58,756 19.8

ｿﾌﾄｳｪｱ及びｻｰﾋﾞｽ等 81,439 63.3 107.3 75,872 58.8 181,133 61.1

合 計 128,603 100.0 99.7 129,046 100.0 296,530 100.0
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有 価 証 券 の 時 価 等

当中間期(平成11年９月30日現在) 前年中間期(平成10年９月30日現在) 前期(平成11年３月31日現在)

種 類 中間貸借 中間貸借 貸借対照表
対 照 表 時 価 評価損益 対 照 表 時 価 評価損益 時 価 評価損益
計 上 額 計 上 額 計 上 額

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

(1)流動資産に
属するもの

株 式 9,054 17,691 8,637 7,274 9,178 1,904 8,421 12,331 3,910

債 券 19 18 △ 1 19 16 △ 2 19 17 △ 1

そ の 他 - - - 19 19 △ 0 10 10 0

小 計 9,073 17,710 8,636 7,313 9,214 1,900 8,450 12,360 3,909

(2)固定資産に
属するもの

株 式 114 149 34 140 140 △ 0 155 200 45

合 計 9,188 17,859 8,670 7,454 9,355 1,900 8,606 12,560 3,954

（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法
A上場有価証券････････････主に、東京証券取引所の最終価格によっております。
B店頭売買有価証券････････日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。
C非上場の証券投資信託の受益証券･･･････････基準価格によっております。

２．株式には自己株式を含めて表示しております。
３．開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額および貸借対照表計上額

当 中 間 期 前年中間期 前 期
流動資産に属するもの

マネーマネージメントファンド 2,303 - -百万円 百万円 百万円

フリーファイナンシャルファンド 1,001 - -百万円 百万円 百万円

割引金融債 9 19 19百万円 百万円 百万円

利付金融債 20 - 20百万円 百万円 百万円

非上場の外国債券 - 100 -百万円 百万円 百万円

クローズド期間内の証券投資信託
- 300 -百万円 百万円 百万円

の受益証券

固定資産に属するもの
非上場株式、但し店頭売買有価証券

3,063 2,458 2,467百万円 百万円 百万円
を除く
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

（１）通貨関連

区 当中間期(平成１１年９月３０日現在) 前年中間期(平成１０年９月３０日現在) 前期(平成１１年３月３１日現在)

種 類 契 約 額 等 契 約 額 等 契 約 額 等
時 価 評価損益 時 価 評価損益 時 価 評価損益

分 うち１年超 うち１年超 うち１年超

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

市 為替予約取引

場

取 買 建(米ドル) 3,393 - 3,256 △ 137 4,828 - 5,081 252 4,245 - 4,529 284

引

以 通貨スワップ取引

外

受取米ドル･支払円 - - - - 513 - 3 3 - - - -

合 計 3,393 - 3,256 △ 137 5,341 - 5,085 256 4,245 - 4,529 284

（注）１.時価の算定方法

為替予約取引

先物相場を使用しております。

通貨スワップ取引

主たる金融機関から提示された価格によっております｡

２.外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外貨建金銭債権債務等で、

貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについては、開示の対象から除いております。

（２）金利関連

区 当中間期(平成１１年９月３０日現在) 前年中間期(平成１０年９月３０日現在) 前期(平成１１年３月３１日現在)

種 類 契 約 額 等 契 約 額 等 契 約 額 等
時 価 評価損益 時 価 評価損益 時 価 評価損益

分 うち１年超 うち１年超 うち１年超

市 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

場 金利スワップ取引

取

引

以 支払固定･受取変動 10,000 10,000 △ 272 △ 272 9,000 9,000 △ 305 △ 305 10,000 10,000 △ 274 △ 274

外

合 計 10,000 10,000 △ 272 △ 272 9,000 9,000 △ 305 △ 305 10,000 10,000 △ 274 △ 274

（注）１.時価の算定方法

主たる金融機関から提示された価格によっております。

２.上記の契約額等（想定元本）は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量、信用リスク量を示すものではありません。
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経 営 方 針

当社は 「高品質・高技術の追求による顧客第一主義」を経営理念に掲げ、お客様の問、

題の本質を素早く捕え、迅速に応えるソリューション・クリエータを目指しております。

そのためには、これまで培ってきた情報技術、情報サービス力をもとに、インターネット

社会において、お客様に創造性のあるソリューションを提供する企業であることを行動指

針とし、お客様、株主の皆様、社会にとり、魅力的な企業であることを目指し努力してお

ります。

また、利益配分につきましては、急激な技術革新と市場環境の変化の中で、市場ニーズ

に的確に対応した商品開発、戦略的投資を積極的に推進するとともに、財務体質の一層の

強化を図るために必要な内部留保を確保しつつ、継続的に安定した利益還元を行うことを

基本方針としています。

情報産業は、インターネットに代表される情報技術の急速な発達、日本企業の情報技術

活用による競争力強化の動きを背景に、今後とも大きな成長が期待されています。当社と

しても、変化する市場構造に柔軟かつ迅速に対応できる事業構造の確立とともに、技術力

の強化による高品質サービスの提供を図ってまいります。また、本格的な連結経営の時代

を迎え、グループ各社との連携を図り、グループ全体の総合力強化を推進し、ビジネスの

一層の拡大と収益性向上を図っていく所存であります。

経 営 成 績

１．当中間期の概況

当中間期のわが国経済は、わずかながら景気回復への兆しは見えてきたものの、民間設

備投資の低迷や高水準の失業率が続く中、回復力の弱い厳しい展開となりました。また、

当コンピュータ業界においても、長期化する景気低迷の影響を受け、市場環境は依然厳し

い状況にありました。

このような環境にあって、当社は、ソリューション・クリエータのビジョンを具現化す

るため、インターネット時代の情報構築に向けた総合商品体系として「ＯｎＮｅｔ

Ｓｏｌｕｔｉｏｎ」を発表する等、インフォメーション・サービス事業の一層の拡大を図

るとともに、その収益力の強化に努めてまいりました。さらに、トータル・システム・サ

プライヤーとして、既存のメインフレーム環境とオープン環境を統合した新しいシステム

・アーキテクチャに基づいたＨＭＰ ＩＸ、ＮＸシリーズなどの高信頼性、高機能なプラ

ットフォーム・プロダクトの提供等についても注力してまいりました。

また、西暦２０００年問題についても、コンピュータ・サプライヤーとして、経営の重

要課題と認識し、積極的に取り組んでまいりました。

日本ユニシス
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当中間期の業績につきましては 依然として景気の回復力が弱い厳しい経営環境に加え、 、

西暦２０００年対応や金融再編の動きの中での情報化投資の先送り等により、売上高はほ

ぼ横ばいの１,２８６億３百万円（前年同期比０.３％減 、営業利益は５８億５８百万円）

（前年同期比０.４％減）にとどまりましたが、 経常利益は、株式相場の回復等により、

前年同期比約２.５倍の６７億２１百万円と増加いたしました。

しかしながら、前期に引き続き、厚生年金基金の過去勤務債務当期引当額の２分の１を

計上したことに加え、特別退職支援制度の特別プログラムの実施による費用等を計上した

ことにより、当中間純損益は６億３５百万円の損失となりました。

売上構成別に見ますと、ソフトウェアおよびサービス等売上は８１４億３９百万円（前

年同期比７.３％増 と増加いたしましたが ハードウェア売上は４７１億６４百万円 前） 、 （

年同期比１１.３％減）となりました。

また 売上構成比率においては ハードウェア売上が３６.７％ 前年同期４１.２％、 、 （ ）、

ソフトウェアおよびサービス等売上が６３.３％（前年同期５８.８％）となりました。

２．通期の見通し

今後のわが国経済は、設備投資や個人消費の展開も不透明であり、雇用問題の深刻化等

も懸念され、速やかな景気回復は望めない状況にあります。

このような環境において、引き続き厳しい経営環境が続くものと思われますが、平成

１２年３月期の通期見通しにつきましては、ソフトウェア、システムサービスの伸長もあ

り、売上高は３,０５０億円を見込んでおります。

また、利益面につきましては、サービス・ビジネスを中心とした一層の収益性の改善な

らびにコストの圧縮等により、経常利益は１５５億円を見込んでおりますが、当期純利益

は、過去勤務債務引当金等の計上により、１９億円となる見込みであります。

売 上 高 経常利益 当期純利益

通期見通し 305,000百万円 15,500百万円 1,900百万円

（ ）前年度比２.９％増 （同４２.８％増） （同２７.９％増）

（ご参考）

売 上 高 経常利益 当期純利益

期初予想 320,000百万円 14,500百万円 1,800百万円

（５月20日発表時）

日本ユニシス
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「コンピュータ西暦２０００年問題」への対応状況等

１．対応状況等

ａ．取組み方針、体制

当社は西暦２０００年問題を、経営上の重要課題と位置づけ、お客様のシステムの安全

性確保への支援や円滑な製品、サービスの供給体制の維持等の観点から対応を進めており

ます。

また、関連役員をメンバーとする意思決定機関や部門組織長をメンバーとする審議機関

を設置するとともに、各部門に各々西暦２０００年問題の担当者を配置し、西暦２０００

年問題に対する認識の共通化や全社横断的な問題に対応するための体制をとっておりま

す。

ｂ．対応の進捗状況

お客様につきましては、セミナーの開催、個別説明、ダイレクトメール等により、西暦

２０００年問題への啓蒙を図ってまいりました。また、当社の提供いたしました製品、サ

ービスについては、西暦２０００年対応情報の告知や当社ホームページ上での関連情報の

公開を通し、お客様の西暦２０００年対応を支援してまいりました。

なお、社内システムにつきましては対応を完了しています。

２．対応のための支出金額

当社が提供する製品、サービスに関する西暦２０００年対応に関しては、明確にその改

修のための費用を切り分けることはできませんが、これにかかるコストの経営に与える影

響は軽微と見込んでおります。

また、平成１０年度までに当社の社内システムの改修に関して約３億５千万円を支出し

ており、平成１１年度については、約１億１千万円の投資を見込んでいます。

対応のための支出に充当した資金および今後支出する予定の資金については、通常の運

転資金の範囲内であり、特段の資金手当を必要としておりません。

３．危機管理計画

当社のお客様、取引先等のシステムが西暦２０００年問題に十分対応していない場合あ

るいは社会インフラの混乱、建物・設備（社内システムを含む）の障害、当社製品のトラ

ブル等により西暦２０００年問題に対応できなかった場合等、それがもたらす当社事業へ

の影響を合理的に見積もることはできませんが、当社は、万一に備え、危機管理計画を策

定しております。

特に西暦２０００年を迎える年末年始については 「２０００年特別対策本部」を設置、

し、全国の各拠点において、２４時間の緊急体制をとることとなっております。

日本ユニシス


